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0 5 10 15 20 25（％）
無回答
その他
看護職員の向かなかったため
定年退職のため
キャリアアップの機会がないため
教育体制が充実していないため
責任の重さ・医療事故への不安があるため
夜勤の負担が大きいため
給与に不満があるため
休暇が取れない・取りづらい
超過勤務が多いから
人間関係がよくないため
他分野（看護以外）への興味
他施設への興味
進学のため
通勤が困難なため
家族の健康問題・介護のため
本人の健康問題のため
結婚のため
出産・育児のため
8.6
4.1
3.7
表２　看護職員として退職経験のある者の退職理由
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その他医療職
「その他医療職」と一括したが、その専門性に特化した職種は多い。比較
的数の多い職種として薬剤師、臨床検査技師、臨床放射線技師、理学療法士、
作業療法士などが挙げられ、どの職種もやはり高度な専門性を持つ重要なス
タッフである。医師や看護師に比べてそれぞれの職を養成する機関が少なく、
特に地方には少ないため、資格取得者の偏在が課題となっている。県外へ出
て資格取得すると戻ってこない（Uターン就職が少ない）、加えてIターン就
職が少ない、ということである。
薬剤師、臨床検査技師などは比較的以前から女性の多い職種であったが、
近年ではあらゆる職種において女性比率が増加し、医療機関内で全体的に数
の少ないこれらの職員が出産・育児などで休職する際の代替職員の確保が大
きな問題となってきている。UターンIターンが少ないということは、その
地域に絶対数として有資格者が少ないということであり、代替職員の確保に
も大きな影響を与えている。この課題は、医療機関だけでなく各都道府県を
巻き込んだ対策が必要であるといえる。潜在資格保有者については、看護師
同様正確に把握されていない。薬剤師については薬局薬剤師の調査ではある
が平成14年の調査時点で20代後半の30％以上が離職し、無職となっており５）、
結婚・出産等に伴い離職しているだろうというデータがある。医療機関で人
数に占める割合が低いからこそ、今後もそれぞれの職種において女性の出
産・育児に際してどうサポートし離職を予防するか、また性別に限らずその
働き方と環境をどう整備していくかが重要な課題であろう。
さらに今後、医師のワークシフトやチーム医療の推進において、各職種は
これまで以上に重要な役割を果たすことは確実である。そのために、各職種
の必要性を診療報酬でしっかり担保し必要な人員が経営に影響なく確保でき
るような仕組みづくりも必要である。
医療サービスを利用する立場として
平成28年10月から平成29年４月にわたって開催された「新たな医療のあ
Ⅱ　実践の展開
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り方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会」の報告書６）では、
我々医療サービスを利用する立場のあり方についても触れられている。特に
高齢化等に伴う医療需要が自然に増加していることに加え、国民皆保険制度
の下でのフリーアクセスと低い窓口負担等が、国民のコスト意識の低さを招
いている現状がある。現在問題になっている「コンビニ受診」「救急車のタ
クシー利用」がこれに当たり、これらが必要以上に医療従事者の業務を増や
している一因であるといえる。一部地域では救急車を呼ぶ前に事前に相談で
きる窓口を設置したり、厚生労働省は小児救急電話相談事業なども実施して
いる。医療機関、医療従事者の職場環境には我々も決して無関係でなく、皆
で考えていく必要性があることから敢えて触れておきたい。
４　おわりに
医療機関が安心・安全な医療を安定して提供していくためには、そこで働
くすべての職員が、その能力を存分に発揮する職場環境、就業環境が重要で
ある。厳しい職場環境であるが故に、特に女性にとっては出産・育児などの
際に思うような働き方ができてこなかった経緯があり出産・育児に対する支
援策が注目されがちであるが、性別を問わず全ての職種の職員が「働きやす
い」環境を目指すことが今後強く求められている。今後性別を問わず、自身
の病気との両立、介護との両立などの課題も表出してくると考えられる。出
産・育児だけでなくこれらの課題に柔軟に対応できる職場環境の整備を含め、
ワークシフト、ワークシェアなどの様々な方策によるワークライフバランス
の確保についてより一層取組んでいくことはもちろん重要であるが、医療従
事者でなくとも皆で関心を持つことも大切なのではないだろうか。
注
１）	「2016年病院看護実態調査」
２）	日本医師会女性医師支援センター「医師国家試験合格者数の推移（性別）」
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３）	日本医師会男女共同参画委員会、日本医師会女性医師支援センター「女性
医師の勤務環境の現況に関する調査報告書」平成29年８月
４）	厚生労働省「看護職員就業状況実態調査」平成23年３月
５）	厚生労働省薬剤師問題検討会「薬剤師需給の予測について」平成14年９月
６）	厚生労働省「新たな医療のあり方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョ
ン検討会」報告書　平成29年４月
（たにぐち・みやこ　鳥取大学医学部附属病院・
ワークライフバランス支援センター副センター長）
